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平成２９年度 随時監査結果報告書 

 

第１ 監査の種類 

   随時監査（地方自治法第１９９条第５項による監査） 

   ※地方自治法第１９９条第２項の規定による行政監査を含む 

 

第２ 監査の概要 

 １ 監査の日程 

平成２９年６月９日（金） 

 

２ 監査の対象部局 

対象部局（箇所数） 対 象 課  

教 育 部 社会教育課 

 

 ３ 監査の対象 

 （１）監査対象会計 

○平成２９年度 栗原市一般会計 ３款民生費、２項児童福祉費、７目放課後児童

クラブ事業費 

   ○平成２８年度 栗原市一般会計 ３款民生費、２項児童福祉費、７目放課後児童

クラブ事業費 

   ○平成２７年度 栗原市一般会計 ３款民生費、２項児童福祉費、７目放課後児童

クラブ事業費 

 （２）監査対象事業 

   ○栗原市放課後児童クラブ運営業務 

 （３）監査対象部局 

   ○栗原市教育部社会教育課 

 

４ 監査の範囲 

（１）予算の執行状況 

（２）事務事業の執行状況 

（３）事務の処理状況 

 

５ 監査の方法 

事前に提出を求める随時監査資料及び監査当日提示を求める関係書類、帳簿、証拠

書類をもとに、予算及び事務事業の執行が計画的・効率的に行われているか、その手

続きは適切か、会計処理は法令等に従っているか等に主眼を置いて試査・照合し、処

理の適法性・公正性・効率性等を検証した。 

なお、監査にあたっては関係職員から説明を聴取するなどの方法により実施した。 

 



 

 

第３ 監査の結果 

   監査の結果、教育部社会教育課所管の放課後児童クラブ運営業務に係る財務等に関

する事務の執行については、平成２８年度定期監査時における留意事項は一定程度改

善が見られたものの、①委託料で取得された器具備品の管理、②実績に基づく委託料

の精算手続き、③人件費以外の費用分担について検討を要する事項が認められた。 

 

第４ 監査時において所管課等に提出（提示）を求めた関係書類等 

◎随時監査資料 

○（平成２９年度） 

① 委託事業費の積算根拠の写し（起案書含む） 

② 委託契約締結関係書類一式の写し（起案書含む） 

③ 事業計画書の写し（収受書含む） 

④ その他事業に関する書類の写し 

 ○（平成２８年度） 

① 委託事業費の積算根拠の写し（起案書含む） 

② 委託契約締結関係書類一式の写し（起案書含む） 

③ 事業計画書の写し（収受書含む） 

④ 変更協議の書類の写し（収受書含む） 

⑤ 変更協議を検討した書類の写し 

⑥ 変更契約書の写し（起案書含む） 

⑦ 事業実績報告書等の写し（収受書含む） 

⑧ その他事業に関する書類の写し 

 ○（平成２７年度） 

① 委託事業費の積算根拠の写し（起案書含む） 

② 委託契約締結関係書類一式の写し（起案書含む） 

③ 事業計画書の写し（収受書含む） 

④ 変更協議の書類の写し（収受書含む） 

⑤ 変更協議を検討した書類の写し 

⑥ 変更契約書の写し（起案書含む） 

⑦ 事業実績報告書等の写し（収受書含む） 

⑧ その他事業に関する書類の写し 

◎当日提出を求めた資料 

 備品台帳 


